
支援機関のみなさま



制度の概要・考え方



本日のご説明

中小企業省力化投資補助金

中小企業の人手不足解消に効果のある「省力化製品」※を
導入するための補助金

※予め事務局によって登録されているIoT・ロボット等の人手不足解消に効果がある汎用製品

POINT



「省力化製品の導入」
   ☞生産プロセスの自動化・省力化などの取り組みを支援

飲食サービス業

×

配膳ロボット

製造業

×

無人搬送車

小売業

×

自動精算機

宿泊業

×

スチームコンベクション

オーブン

本補助金の概要

省力化製品一覧は、HPの製品カタログで確認できます



製品カタログ



製品カテゴリ

８月16日現在



省力化効果



人手不足の中小企業などが、
省力化製品を対象製品のリスト「製品カタログ」から選んで、
販売事業者と共同で導入する事業

POINT

補助対象事業

本補助金の概要

詳細については、公募要領等で確認できます



主な要件

・中小企業等であること（個人事業主含む）
・人手不足の状態にあることが確認できること
・本事業の要件に合致する補助事業であること

POINT

省力化製品を導入する場合でも、事業計画等の内容により省力化に
資するものではないと事務局が判断した場合には採択されません

補助対象者

本補助金の概要

詳細については、公募要領等で確認できます



省力化製品
の本体価格A

補助対象経費：AとBの費用を合算した金額

製品本体価格の2割までの金額が補助対象経費となります省力化製品とは、事務局によって登録された汎用製品を指し、
製品カタログから確認ができます（p.22参照）

製品本体価格は、単価50万円以上の製品のみ申請対象となります

Aに係る導入
設 置 費 用B

補助事業のために使用される機械装置、
工具・器具、専用ソフトウェア・情報
システムなどの購入経費が補助対象

省力化製品の設置作業や運搬費、動作
確認の費用、マスタ設定等の導入設定
費用が対象

本補助金の概要

詳細については、公募要領等で確認できます



補助率および補助上限額

補助率および補助上限額は以下の通りになります。
なお補助上限額について、大幅な賃上げ※を行う場合は、
表中括弧内の額に引き上げが可能になります。

POINT

※大幅な賃上げとは、交付申請時と比較して、補助事業終了時に以下の2点を満たしていることを指します。
①事業場内最低賃金を45円以上増加させること/②給与支給総額を6%以上増加させること

本補助金の概要



中小企業省力化投資補助金の申請フロー

本補助金の理解

GBizIDの取得

省力化製品販売事業者の選定

導入製品の選定

補助金の
応募・交付申請

補助事業
の実施・
精算

効果報告(5年間)

実施検査等の受検

省力化製品販売事業者のみなさまへ

• 本補助金は、省力化製品の導入を予定してい
る中小企業等と販売事業者の「共同申請」と
なります。

• 中小企業と販売事業者が共同で実施する事業
として交付決定が行われます。(支援イメージ
は右記をご参照ください) ※カタログは「中小企業省力化投資補助金」

のホームページに掲載されています。

採
択
・
交
付
決
定

補
助
額
確
定

補
助
金
交
付

「公募要項」をもとに
中小企業等と補助金の

共同申請

「製品導入・設置の支援」
及び「精算・証憑の確認」

「導入製品の設置確認」
及び「導入効果の確認」

交付決定後「補助事業者」として伴走支援

「カタログ」への製品登録は事前の審査による手続きが必要です。詳しくは「省力化製品製造事業者登録要領(PDF)」をご確認ください。

「カタログ」をもとに
導入製品選定を支援

導 入 目 的 の 明 確 化
・事前準備

情 報 収 集 導 入 計 画 導 入 決 定 導 入 運 用

省力化製品の導入ステップ

中
小
企
業
等
の
申
請
フ
ロ❘

実績報告

販売事業者から
中小企業等へ
アカウント発行

＊共同申請の詳細については、交付規程にある「共同事業実施規約及び誓約書」をご確認ください。
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中小企業省力化投資補助金の「カタログ」登録フロー

製造事業者との協議の上
候補社としてアカウント
を登録、事務局に申請

販売事業者登録申請

販売事業者としての
事務局審査

通過後、正式登録

事務局での審査・登録

販売事業者候補社との
確認の後、候補社へ

システムアカウント発行

アカウントの発行カ
タ
ロ
グ
掲
載

＜カタログ掲載情報＞

・所属カテゴリ事項
・製品概要
・製造事業者の概要
・各種価格
など

※変更の可能性あり

当該製品カテゴリの
審査担当工業会等に

製品審査依頼

製品登録審査依頼

製品及び製造事業者としての
審査通過後、証明書発行（工
業会等）、アカウント登録

工業会・事務局での
審査・登録

当該製品について
カタログ掲載情報を

登録

カタログ登録

カタログ掲載の中から選定

詳細は「省力化製品製造事業者登録要領(PDF)」をご確認ください。

「
製
造
事
業
者
」
の
み
な
さ
ま

「
販
売
事
業
者
」
の
み
な
さ
ま

製 品 カ テ ゴ リ 登 録
製 品 登 録
製 造 事 業 者 登 録

カ タ ロ グ 登 録 販 売 事 業 者 登 録 補 助 金 申 請

カタログへの製品登録ステップ

中小企業等にアカウン
トを発行し、共同申請

補助金申請

交付決定後は
中小企業とともに

補助事業者として対応

共同事業体

詳細は「省力化製品販売事業者登録要領（PDF）をご確認ください。交付規程等は後日ご案内いたします。

カ
タ
ロ
グ
掲
載

工業会等からの
製品カテゴリ登録申請・登録

製造事業者が、製品カテゴリを
登録したい場合は、自製品が
属する製品カテゴリを扱う
工業会等に登録申請を要請

※製品カテゴリ登録要領(PDF)参照

＜カタログ掲載情報＞

・販売事業者の概要
・各種価格
など

※変更の可能性あり

※直販の場合も販売事業者
としての登録が必要
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ご支援いただくにあたって



是非、HPをご確認ください





わかりやすい制度説明



ステークホルダーごとに
カスタマイズしたご説明



「マイページ」による制度内コミュニケーション



ご質問対応



是非、HPをご確認ください



わかりやすい制度説明



26



製品カテゴリ

省力化製品とはなにか？



製品カテゴリ

８月16日現在

具体的な省力化製品リスト



省力化効果

省力化とは？



30

省力化製品とはなにか？



具体的な登録製品

業種による絞り込み



一枚ものの広報ツール





ステークホルダーごとに
カスタマイズしたご説明



製造事業者向け、販売代理店・販売事業者向け動画もあります

説明動画（20分以内）



工業会向けのわかりやすい説明資料



ご質問対応



都道府県別リアル窓口

事業コールセンター
カタログ登録サポートセンター

各ステークホルダー向けQ＆A



各ステークホルダー向けQ＆A



Q＆Aの一部抜粋



Q＆Aの一部抜粋



最近のトピック



支援機関のみなさま
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